
令和２年事業年度  

事 業 報 告 書

自：平成２年４月 １日  

至：令和３年３月３１日  

公立大学法人宮崎県立看護大学



Ⅰ 法人に関する基礎的な情報

１ 目標、業務内容、沿革、設立に係る根拠法、組織図その他法人の概要

（１）目標

地域社会と連携し、本県の保健・医療・福祉の充実に貢献する大学を目指し、

以下の取組を重点的に実施する。

ア 質の高い教育の実施

・地域社会の看護分野を支える人材の育成

イ 研究の活性化

・時代や地域社会のニーズに応える質の高い研究の推進

ウ 地域社会への貢献

・医療機関等と連携した地域貢献の取組の推進

エ 効率的かつ効果的な法人運営

・機動的な運営体制の確立

・経営基盤の強化

（２）業務内容

法人は次に掲げる業務を行う。

ア 大学を設置し、これを運営すること。

イ 学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援

助を行うこと。

ウ 法人以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施その

他の法人以外の者との連携による教育研究活動を行うこと。

エ 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供する

こと。

オ 大学における教育研究成果の普及及び活用を通じ、地域社会及び国際社

会に貢献すること。

カ 前各号の業務に付帯する業務を行うこと。

（３）沿革

平成 ９年 ４月 宮崎県立看護大学設立（看護学部看護学科） 

平成 12 年 12 月 大学院（修士課程）設置認可 

平成 13 年 ４月 大学院修士課程開設（看護学研究科看護学専攻） 

平成 16 年 11 月 大学院課程変更（博士課程）認可 

平成 17 年 ４月 大学院博士課程（後期）開設 

平成 28 年 ８月 別科助産専攻設置認可 

平成 29 年 ４月 
公立大学法人 宮崎県立看護大学へ移行 

別科助産専攻設置 

（４）設立に係る根拠法

地方独立行政法人法
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（５）組織図その他法人の概要（令和２年５月１日現在）
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２ 事務所の所在地

宮崎市まなび野３丁目５番地１

３ 資本金の額

3,988,755,010  円

４ 在学する学生の数（令和２年５月１日現在） 

定 員 学生数（うち男子） 

学 部 400 410（32） 

大 学 院 

博士課程 

前期 24 ７（１） 

後期 ６ ８（１） 

別科助産専攻 15 15（０） 

５ 役員の氏名、役職、任期及び経歴（令和２年５月１日現在）

役  職  氏  名  任  期  経  歴  

理事長  稲用  博美  
平成 29 年４月  １日から  

令和  ３年３月 31 日まで  

平成 29 年４月  

公立大学法人宮崎県立看護大学  

理事長  

副理事長  平野  かよ子  
平成 31 年４月  １日から  

令和  ５年３月 31 日まで  

平成 30 年４月  

公立大学法人宮崎県立看護大学  

学長  

理事  徳永  雅彦  
平成 29 年４月  １日から  

令和  ３年３月 31 日まで  

平成 29 年４月  

公立大学法人宮崎県立看護大学  

事務局長  

理事  栗原  保子  
平成 30 年４月  １日から  

令和  ３年３月 31 日まで  

平成 29 年４月  

公立大学法人宮崎県立看護大学  

学部長  

理事  米良  充典  
平成 29 年４月  １日から  

令和  ３年３月 31 日まで  

一般社団法人  

宮崎県商工会議所連合会  

会頭  

監事  柏田  芳徳  

平成 31 年４月１日から  

その任 命後４ 年以 内に 終了す

る事業 年度の うち 最終 のもの

につい ての地 方独 立行 政法人

法第 34 条第１項に規定する財

務諸表承認の日  

弁護士  

監事  木下  博義  

平成 31 年４月１日から  

その任 命後４ 年以 内に 終了す

る事業 年度の うち 最終 のもの

につい ての地 方独 立行 政法人

法第 34 条第１項に規定する財

務諸表承認の日  

公認会計士  

６ 常勤職員数（令和２年５月１日現在） 

教員数 53 名 

職員数 18 名 

７ 非常勤職員数（令和２年５月１日現在） 

職員数 17 名 
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Ⅱ 財務諸表の要約 
 

１ 貸借対照表 
別添資料「令和２年度 財務諸表 第４期」のとおり 

 
 

２ 損益計算書 
別添資料「令和２年度 財務諸表 第４期」のとおり 

 
 

３ キャッシュ・フロー計算書 
別添資料「令和２年度 財務諸表 第４期」のとおり 

 
 

４ 行政サービス実施コスト計算書 
別添資料「令和２年度 財務諸表 第４期」のとおり 

 
 
Ⅲ 財務情報 
 

１ 財務諸表に記載された事項の概要 
（１）貸借対照表関係 

ア 資産合計 
令和２年度末現在の資産合計は期首と比較すると264,274千円増の4,673,393千円

となった。 
主な増加要因としては、建物が128,669千円、工具器具備品が20,004千円、リース

資産が83,978千円の増となったことが挙げられる。 
 

イ 負債合計 
令和２年度末現在の負債合計は期首と比較すると311,607千円増の933,879千円と

なった。 
主な増加要因としては、資産見返補助金等が117,728千円、長期リース債務が 

73,196千円、未払金が110,146千円の増となったことが挙げられる。 
 

ウ 純資産合計 
令和２年度末現在の純資産合計は期首と比較すると47,332千円減の3,739,514千

円となった。 
主な増加要因としては、利益剰余金が45,787千円の増となったことが挙げられる。 
主な減少要因としては、資本剰余金が損益外減価償却累計額により93,119千円の

減となったことが挙げられる。 
 

（２）損益計算書関係 
ア 経常費用 

令和２年度の経常費用は978,325千円となった。 
主な内訳としては、教育経費が123,183千円、研究経費が43,383千円、教育研究

支援経費が20,447千円、教員人件費が457,477千円、一般管理費が148,847千円とな
った。 

 
イ 経常収益 

令和２年度の経常収益は1,024,112千円となった。 
主な内訳としては、運営費交付金収益が640,801千円、学納金（授業料、入学金、

検定料）収益が265,137千円、補助金等収益が76,703千円、財産貸付料などの雑益
が16,591千円となった。 

 
ウ 当期総利益 

上記経常損益の状況等により、令和元年度の当期総利益は45,787千円となった。 
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（３）キャッシュ・フロー計算書関係  

ア 業務活動によるキャッシュ・フロー 

令和２年度の業務活動によるキャッシュ・フローは102,565千円となった。 

主な内訳としては、原材料、商品又はサービスの購入による支出が△283,491千円、

人件費支出が△639,350千円、その他の業務支出が△18,257千円、運営費交付金収入

が669,327千円、学納金収入が269,775千円、補助金等収入が71,968千円となった。 

 

イ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

令和２年度の投資活動によるキャッシュ・フローは89,188千円となった。 

 

内訳としては、有形固定資産の取得による支出が89,186千円、定期預金の預入に

よる支出が△5千円となった。 

 

ウ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

令和２年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、ファイナンス・リース債務

の返済による支出が△28,160千円となった。 

 

（４）行政サービス実施コスト計算書関係 

令和２年度の行政サービス実施コストは824,533千円となった。 

主な内訳としては、損益計算書上の費用から自己収入等を差し引いた業務費用合計が 

693,192千円、損益外減価償却相当額が93,119千円、引当外賞与増加見積額が718千円、

引当外退職給付増加見積額が37,047千円となった。 

 

 

２ 重要な施設等の整備等の状況 

該当なし。 

 

 

３ 予算及び決算の概要 

別添資料「令和２年度 決算報告書 第４期」のとおり 

 

 

Ⅳ 事業に関する説明 

１ 財源の内訳 

当法人の経常収益は1,024,112千円で、その内訳は、運営費交付金収益が640,801千円 

（62.6％（対経常収益比、以下同じ。））、授業料等の学納金収益が265,137千円（25.9

％）、その他の収益が118,174千円（11.5％）となっている。 

 

 

２ 財務情報と業務の実績に基づく説明 

業務実績については、別添資料「令和２年度業務実績報告書」のとおり。 

 

なお、事業の実施財源は、１の財源の内訳のとおり。また、事業に要した経費は、教育

経費が123,183千円、研究経費が43,383千円、教育研究支援経費が20,447千円、教職員等

の人件費が639,080千円、受託事業費が3,386千円等となった。 
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Ⅴ その他事業に関する事項 

 

１ 運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細 

 

ア 運営費交付金債務                                                 （単位：千円） 

交付年度 期首残高 
交 付 金 

当期交付額 

当期振替額 

期末残高 運 営 費 

交付金収益 

資産見返運 

営費交付金 

資 本 

剰余金 
小 計 

令和２年度 ― 670,614 640,801 29,813 ― 670,614 ― 

（注）金額は千円未満を四捨五入している。 

 

 

イ 運営費交付金収益                             （単位：千円） 

業務等区分 令和２年度交付分 合 計 

期間進行基準によるもの 640,801 640,801 

費用進行基準によるもの ― ― 

（注）金額は千円未満を四捨五入している。 

 

 

２ 地方公共団体等からの財源措置の明細 

補助金等の明細                                                     （単位：千円） 

名称 交付元 
経費 

の別 

期首 

残高 

当期 

交付額 

当期振替額 
期末 

残高 
摘要 建設 

勘定 

資産見返 

補助金 
収益 

地域貢献等

研究推進事

業 

宮崎県 
直接 

経費 
― 12,909 ― ― 12,909 ―  

魅力ある大学

づくり・人づく

り支援事業 

宮崎県 
直接 

経費 
― 5,265 ― ― 5,265 ―  

換気設備整

備事業費補

助金 

宮崎県 
直接 

経費 
― 110,900 ― 110,900 ― ―  

教育体制等

支援事業費

補助金 

宮崎県 
直接 

経費 
― 33,800 ― 7,961 25,839 ―  

授業料等減

免補助金 
宮崎県 

直接 

経費 
― 31,584 ― ― 31,584 ―  

大学改革推

進等補助金 
国 

直接 

経費 
― 1,106 ― ― 1,106 ―  

合 計 ― 195,564 ― 118,861 76,703 ―  

（注）金額は千円未満を四捨五入している。 
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３ 科学研究費補助金等の明細 （単位：千円） 

種目 
当期受入 

摘要 
直接経費 間接経費 件数 

基盤研究（Ｂ） 200 60 2 

独立行政法人 
日本学術振興会 

基盤研究（Ｃ） 7,255 2,073 12 

若手研究 5,600 1,680 5 

合計 13,055 3,813 19 

（注）金額は千円未満を四捨五入している。 
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